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トヨタ自工における委託生産の展開

一一1960年代トヨタの多銘柄多仕様量産機構 (2)

塩 地 洋

I はじめ[ご

前稿では， トヨタのフルライ Y生産実現機構=多銘柄量産機構の基軸である

トヨタ自工自体の生産機構の全体的枠組を考察したυ。すなわち 1日60年代0)

トヨタ自工の工場展開の史的分析をこころみる中で， 60年代にトヨタ自工が複

数プラントによる一貫生産機構の複合累積化をすずめることを通巳て，多銘柄

量産機構の基軸的部分を形成させてU、〈過程を明らかにした。

しかし， トヨタの多銘柄量産機構はトヨタ白工自体の工場展開によってのみ

成立したわけではない。第1表に示したように， 70年度のトヨタの全生産台数

168万台の内，実に51%にあたる自6万台は委託生産企業によって組立生産され

ていたのであ句， トヨタの多銘柄量産機構の中で委託生産企業工場は不可欠の

構成要素であったヘ従来， 日本自動車工業研究においては，部品生産の外製

率が諸外国に比べて高いことが強調されてきたが，突は， トヨタでは組立生産

においても外製率はこのように高かったのである。

この委託生産は， 60年代のモータリゼーションの急進展の下で10年間で約10

倍という需要の爆発的拡大に対してヨタ自工工場の量産能力拡大が追いつ

かないとしヴ状況下でとられたひとつの対応策であったといえよう。

しかし，委託生産の重要性はこのような量的側面での補完性とその比率の大

1) 塩地洋「トヨタ自 Lの工場展開 1960年代トヨタの多銘柄多仕様量産機構11ト←JW経済論

議』第四7在gs6号， 1086乞 6月。

2) 委託生産とは， トヨタ自工および部品メーカーからエンジン等各種部品目供給をうけ，委託生
産企業でボデーのプレスー溶接・準装組立を担当する生産形態をいう。



トヨタ白土における委託生産自展開

第 1衰 トヨタの委託生産台数 (1970守〕

l 委託生産台数|構成比

トヨタ車体

関東自動車工業

荒川車体一仁業

豊田自織

ヤマ

セントラル白

日 野

ダイハツ

ム
口 言T

295，500台

280，476 

41，374 

49，991 

71 

52，803 

104，789 

33，993 

858，997 

17.6% I年度

16.7 年 度

2.6 暦年

3.0 年度

。004 I 暦年

3.3 暦 年

6.3 年度

2.1 麿年

51.2 年 度

出所〉 構成比とはトヨタり全生産台数に対ヲる比率。 トヨタ車体および
関東自工，豊田自織，日野は，各社の『有証』により，荒川l車体は
同社『荒川事件三十五午史'72守ヤマハは，富山和夫『日本の白
動車産業， 73年，セントラル自は，同社への問い合わせ，〆イハツ
は同社での聞き取り調査により作成u

注〕 資料上の制約により暦年と年度が混在している。
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きさにとどまるものではない。すなわち，後述のように60年代日本自動車工業

においては量産化と多銘柄化(および多仕様化〉が同時並行的に進展した結果，

最適量産規模に達しない銘柄・型式が生じたが， トヨタは委託生産企業にこれ

らのいわば非量産銘柄・型式の組立生産を担当させることによって， トヨタの

フノレライン化(およびワイドセレクション化〉の実現機構を築きえたのであ

る。したがって， このようなフノレライ y ・ワイドセレク V ョン実現機構の確立

という側面においても，委託生産は不可欠の重要構成要素であった事実を指摘

しなければならない。本稿でと〈に強調したいのはこの側面である。そこでこ

のことの意義をさらに掘り下げて確認するために，ここでとくにわが固とアメ

リカの自動車工業の発展史を比較することによって，本摘が対象とする60年 代

日本自動車工業の歴史的位置とその特質を明らかにし，またその歴史的位置と

特質との関連で， トヨタの多銘柄多仕様量産機構において委託生産が有した意

義を確認ずる ζ ととしよう。

日米両国の自動車工業発展史の中で，大量生産，プノレライ γ化， ワイドセレ
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グション化という 3要因の確立時期に着目すると，アメリカではまず大量生産

ば基本的に191口年代に確立し，ついでその確立の上に立ってフルライン化古'20

年代に展開され，その結果としてビッグ・スリ による寡占体制が確立され，

さいこにワイドセレクショ γ化が60年代に進展したh これに対しわが国では，

60年時点でのトヨタの年産台数は17万台であり，本格的な大量生産は未確立で

あり，それは60年代をつうじて確立きれた。またフノレライン化という点でも60

年時点でのトヨタの銘柄数は，釆用車 2， トラック 6を数えるのみであり，こ

の点でも同様に60年代がその惟立時期であった。さらには， ワイドセレクショ

ン化も60年代後半がその導入・確立期であり， したがってわが国では60年代に，

大量生産， フノレライン化， ヲ fドセレクション化という 3要因が同時に並行し

ながら形成されていョたのである。

しかし 3要因同時並行展開というわが国自動車工業発展史の特質はさらに

次に述べるような問題を内在きぜていたことが判明する。すなわち，アメリカ

では大量生摩の確立の後にフノレライン化が展開されたが故に，フルラインイじを

実現する多銘柄孟産機構は既に確立されていた大量生産機構の「単なる並列累

積 (paral1elization)形態」ωによって成立しえたのであった。 Lかしわが国で

は，大量生産機構の確立途上にフノレライン化が同時的に指向され，その結果，

多銘柄化によって量産裁果が低下する傾向，つまり多種小量生産化の傾向が存

在 L， この量産化と多銘柄化をいかに統一的に推進するのかという難題が常に

内在していたのである。そこでこの難題解決のために様々な方策がこころみら

れてきたが，そのひとつが「日本的風土である多種少量生産を前提に練り上げ

てきた「ヨタ生産方式J5lであり，それが今日の日本企業の国際競争力の源泉の

ひとつともなったことは既に多くの樹究において指摘されてきた。しかし他方，

この難題解決の方策のひとつとして，委託生産の展開がきわめて重要な役割を

3) 誼見治人 rGM祉のフルライン政策における生庄構造一一-GM討とフォード社の対比を中心に
して J ~オイョノミカ』第四巻第 l 号> 1975'T-6月，者摘。

4) 塩見治人『現代大量生産体制論Jl1978年ョ 297ヘ ジ。
日 大野耐ー『トヨタ土産方式JI1978~. 193へ←山
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呆た Lていた事実に関しては，従来の研究はほとんど注目してこなかったので

ある。

しかし，前述のように， 6日年代にトヨタの全生産台数の実に40-50%は委託

生産企業が組立生産を担当し，とくに，非量産銘柄・型式の組立生産を担う中

で， トヨタのフルライン化(およびワイドセレクション11:;)は，はじめてその

実現が可能となったので玩る。したがっ ζこの委託生産に関する分析がなされ

てこそ 60午代トヨタの多銘柄量産機構の全体像は明らかとなるのである。以下，

その史的展開を検討しよう。

Il トラ白γウ・バン中心の委託生産 (1960一例年〉

60年代前半の委託生産は， トラック銘柄と乗用車銘柄のパン型およびピ γ ク

アッフ.型〔以下ピヅグ型と略〕が大半であった問。 ここでは1. トラックを

中心に担当したトヨタ車体 2 乗用車銘柄パン・ピック型を主要に担当した

関東自動車工業 3 ランドクノレ ザーや特装車を担当した荒川車体工業， の

3社をとりあげ，企業別に検討する"。

1. トヨタ車体8)

トヨタの多銘柄量産機構の中でトヨタ車体はどのような位置を占めていたの

か。まず第2表により委託生産銘柄・台数をみてみよう。 60年には，普通トラ

ック 1万台，スタウト l方 7千台， トヨエース 3万 3千台，特装・特需車 1万

4千台，計7万 4千台のトラックを組立生産していた。これらは， トヨタの会

組立台数の内，普通 bラックのが、)85%，λ タウトとトヨエーλ のほぼ全台数に

6) ピックアップ型とは，架周三位セダン型と運転席部分を共通としながら，後部座席・トランク部
分が屋恨のない専用荷台となっている型をいう。この乗用車銘柄のヒ。ック型およびパン型は自動
車工業会の統計では「トラック」の項目で集計さ札ている。

7) この 3企業以外にも， 60年代前半には宜回自動織機製作所， セントラル自動車，岐阜車体工業，
トヨタパブリフ3京都也でも委託生産が行なわれていた。

8) トヨタ車体は， 1945年日用にトヨタ白工の刈谷工場出トラックボデー組立の専門メ カーと L
て分離独立して発足した。なお， トヨタ車体に関する記述は，同社『トヨタ寧体20年史Jl1965年，
『トヨタ車体30年史J1075年によっている。
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第 2褒 トヨタ車体

トラザν ク

暦 年 I~ヲッ事|スタウ卜|よ- ; I二-i Iダイナ iziよ1草書主
1960年 9，919台 16，田oii'1 32，533 14，357台

61 12，189 19，507 35，230 16，367 

62 11，933 20，948 41，003 11，076 

63 8，916 24，396 44，802 5，957台 4，957 

64 9，714 29，260 56，125 20，105 720 

65 日，374 22，370 48，205 18，885 119 

66 7，011 23，595 54.182 26，424 187 

67 8，210 23，214 58，251 8，166 ，34，790 110 

6呂 8，059 17，883 41，064 37ν124 38，324 524 

69 9，422 12，747 33，756 41，738 43，547 617 

70 9，028 9，387 28，865 50，580 43，589 10台 882 

出所〉 トヨタ車体『トヨタ車体30年史JI1975年， 「資料編J10-15ベージ。

相当した。また，同社の60年の 7万4千台という組立台数は， 同年のトヨタの

乗用車も含めたトヨタの全組立台数の48%を占め全トヲッグ組立台数の87%，

ていたの。 したがって「ヨタ車体は， 60年時点ではトヨタ自工の本社組立工場

と並ぷトラック組立拠点としての位置を有していたといえるのである。

次に 4年後の64年の委託生産銘柄・台数をみると， トラッグ組立拠点として

の位置は高まっている。すなわち63年よりダイナの組立が関東自工より移管さ

れ，その結果トヨタ車体では普通トラック，スタウト， ダイナ， トヨエースと

いうトヨタの量産トラックの全銘柄のほぼ全台数の組立を担当することになっ

たのである。 64年の11万6千台という年産台数はトヨタの全トラック台数の90

v 
/0， 全組立;台数の27%にあたっていた。

2， 関東自動車工業10>

9) 銘柄別町組立台数はトヨタ自工社内資料による。なお，本稿で!l)i全トラッグ組立台数」とは，
自動車工業会統計の「トヲ v ク」の項目より乗的車銘柄のパ γ ・ピック型白台数を除いた台数，
つまりトラ少ク専用銘柄の台数である。

10) 関東自動車工業は， 1916年4月関東電気自動車製造として発足し，当初は電気自動車やパスノ



トヨタ自工における委託生産の展開 (277) 57 

生産台数

コロ マグ Eコ ロ ナ コ ロ ナ 総 計小計|ハードトッ手|ハードトップI~ ドアセダン|セダン|小計
74，286台 一 I7明 6台
83，293 83，293 

84，960 84，960 

89，028 89，028 

115，924 115，924 

95，953 6，837台 1，571台 8，408台 1口4，361

111，399 18，433 4，932 5，308台 28，673 140，072 

132，741 36，125 5，116 11，026 52，267 185，008 

142，978 39，823 15，012台 2，818 10，420 68，073 211，051 

141，827 12，923 83，8日7 27，153 123，883 265，710 

142，341 34，019 77，383 37，670 149，072 291，413 

トヨタ車体がトラック組立拠点であったのに対L.，関東自工は乗用車銘柄パ

ン・ピック型組立拠点であった。第 3表により 64年の組立台数をみると，パ

ン・ピックの合計〔商用車計〉は 6万5千台であり，それはパフリカを除〈ト

ヨタの全乗用車のパン・ピックのほぼ全台数にあたった。また同社自体の組立

台数構成比をみても，バン・ピックは97%を占めていた。

しかし関東自工では量的には小さいが， もうひとつの重要な委託生産が行な

われていた。それは非量産・高級乗用車の組立であり， 60年代前半にはクラウ

ンエイトの組立を担当していた。当時， トヨタ自工は自らの組立工場の量産効

果を高めるために非量産卓はすべて委託に出していた。クラウンエイトも年産

わずか数百台にすぎないが，クラウンとはボデー，内装， ι ンジン等で呆なる

部品が多く，同ーヲインで混流すると量産効果が低下するため関東自工へ委託

していたのである。

¥ボデーを製作した。 48年12月にトヨタから初めてボデー架装を貴注l-， 50年7月には現社名に変
更するとともに， トヨタ車のポデ←製作に全面的に転換した。なお，関東自工に関する記述は，
同社『関東自動車工業15年史11963年 w関東自動車工業25年史.!l1972年， w関東自動車工業四
年史JJ1978年による。
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第 3表 関東自工生産台数

| 閑¥吊耳いン・ピック来月早|

4'-mと75五三ZEfナ|ケ-3|商用問王子|
1960 i ※ 

61 I 18，837台I 18，5 

62; 20.625 I 20.0 

2[ 

;;i 
25，510 

33，922 
51，103 

68，396 

74，782 

26，00 

30，73 
23，546 

27，2 

25，3 

※ 

8，384台

7，966 

8，033 

内訳不明

70 

* 45，743台

48，b96 

59，549 

64，654 

74，649 

95，647 

18，196 I 118，359 

2，077台

2，423 

1，358 

1，149 

1，477 

45，275 

102，175 

156，300 

228，381 

280，476 

出所〉 凶東自工刷『有価証券報告書総覧J各捌および同社『関東自動車工業25年史II1972年.
注〕 ※印は不明， 印ばゼロ台。

第 4衰荒川l車体生産台数

暦年(ラン ドドイトスi乙|ノ、ブリカ|スタウトlパ ト!署名
グルーザーパ スーターパ ンパ ンIロール 計

19日 3，四台 431771台|11 - - 4台I 183台 4，403台 7，960台

61 I 4，305 i 31 I - I - I 324 I 139 I 23 4，822 

62 I 3，990 I 17 I - I 台 397 I 272 I 45 4，722 

63 5，136 713 10 238 248 34 6，379 

64 7，881 1，933 533 155 273 21 10，796 

65 12，639 1，752 354 90 193 20 15，084 

66 8，906 2，517 348 58 241 23 12，093 

67 11，919 3，805 502台 344 36 281 70 16，957 

68 18，307 4，472 4，462 93 6 437 122 27，899 

69 23，510 4，977 5，062 2 233 52 33，836 

70 30)73 5，336 5，074 51 694 46 41，374 

Ili所) 荒川車体工業「荒川車体二十五年史II1972年， 242-243ベージ。

以上より， 60年代前半D関東自工のトヨタ多銘柄量産機構の中での位置は，

乗用車銘柄パ'/.ピッグ組立拠点および非量産・高級乗用車組立拠点と規定で

きよ号。
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3 荒川車体工業n)

第 4表にみられるように，荒川車体は第 1にランドクノレーザーの組立拠点で

あった。 64年には同銘柄全台数の88%にあたる呂千台を担当していた。ラソド

クノレーザーは， 5C年代後半から60年代前半にか円て，北米巾場に対するト d タ

の乗用車輸出が失敗を重ねていた時期の重点輸出車であり， 56-64年りトヨタ

ヂ
J
ι
-

E

m
阻

印

刷

刷

出

ι喜一組

1956 

57 

58 

59 

60 

61 

62 

53;百

日
間
同
日

~，439 

2，803 

2，690 

回

目

叫

訂

幻

沼

目

別

一

泊

tiO I 2.398 

61 I 3，767 

62! 3.575 

ti3 i 4.628 

64 I 8.356 

累計 担 120

11台 0.2 

ブリヵ

互_.1&士_1\'I'$;~G

配

J
F一止命一

869台

4，117 

5，523 

6，134 

6，397 

11，675 

11，210 

24，380 

42，785 

113，09日

ι 
台fJ1i引

0.2 

11 

26 

14 

25 

20 

1，622 

2，077 

3，489 

4，504 

7，686 
10，435 

33，171 

明

μ
m
m
岨
田
川
品

出所) トヨタ自版『世界へのさ長みトヨタ白眼30年史Jl1980年， r資料J114ベージより作成。

29 

11) 荒)11車体工業はI 1947年7月にトヨタの小型乗用掌のボデ 白設計架装を目的とする荒川鍍

金工業として発足L，61年6月に現社名に変更した。なお，荒川車体に関する記述は，同社『荒
川車体ー十宜年史II1972年によっているの
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の全輸出台数の28%を占めた最大輸出銘柄であった〈第5表〉。第2に，ライ

トパス，スタウトパ y他の組立拠点であった。ライトパスはその全台数の90%

を担当していた。第3に特装・特需車の組立拠点であった'"。

きて，同社は64年にトヨタの全組立台数の 4%を占める 1万 l千台の委託生

産を行なった。

4. 60年代前半の委託生庄の位置

以上， 60年代前半の各委託生産企業の， ト己タ多銘柄量産機構の中古占める

位置を分析した。この分析と前稿の第二節で行なったトヨタ白工の生産機構の

分析を重ね合わせると，第1図に示される分業体制がトヨタ白工と委託生産企

業左の聞に形成されていたことが判明する。すなわち基本的医は， トヨタ白土

の各工場は乗用車銘柄セダン型を担当し，委託牢産企業は①トラック②量産乗

用車パン・ピック型③非量産・高級乗用車包特装・特需車，の 4分野を担当す

るとし寸分業関係が形成されていたといえるのである。台数では， 64年のトヨ

タの全組立台数の内， トヨタ車体27%，関東自工15%，荒川車体 3%，セント

ラル自動車 2%. 計47%が委託生産されていたのである。

では，生産機構の側面からみると，委託生産企業の各工場は， トヨタの生産

機構の全体的枠組の中でどのような位置にあったのかみてみよう。第2図は65

年のトヨタ車体の工場配置図であり，第 6表はその設備状況を示したものであ

る。委託生産企業のプラントは，前稿で検討したトヨタ自工の各プラントに比

べると規模はd、さいが，プレス・溶接・塗装・組立という工程を有しており，

主要工程の分立化の側面からみると，基本的には第3凶に示したような，組立

工場，車体工場の一部主トヨタ白工外へ分立化させたも白として把握すること

が可能であるT幻。

lの 特装車とは， 写真電送車， 寝柑車等であり， 特需享とは， APA特需に基つ<FQ型ウェポ
ン ギャリヤー. DW型ディ ゼル6輪駆動車等である。なお加えて同社は，ニ品ーモデル00試
作拠点でもあり，パプリカの第二次，第三次試作が行なわれた。

エ3) 本稿での「プラントJ ，工胡」の用語法につしては前橋脚注9)毒照い
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第 1図 トヨタ自工・委託生産企業の分業関係 (1964年〉
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タ車体30年史~ 1975年，荒川l車体工業『荒川車体二十五年史~ 1972年，関東自動車
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第 2図 トヨタ草体工場配置(1965年〕
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第 3図委託生産企業工場白位置
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そして， 60年代前半にはこのようなトヨタ白工外での組立工場・車体工場の

分立化(委託生産企業工場〉が， トヨタ自工自体の複数プラントによる一貫生

産機構の形成と一体となって展開される中で， トヨタの多銘柄量産機構は形成

さhていったといえるのであ Qo

IIr 乗用車セダンの委託生産の開始(1965-70年〉

60年代後半に，フノレライン化および年産200万台量産体制が実現される中で，

委託生産の位置はどのように変化Lたのかを明らかにしよう'"。

1. トヨタ車体

そータリゼ ションの本格化の下で，新型コ F ナは好調な販売が続き 63

G7'平に生産台数は 5倍近〈に急拡大する。当初コロナの生産は，セダソが元町

第 1組立工場，バン・ピッグが関東日工他正分担きれていたが，乙の急増産に

応じるため65年から新たにコロナセダ Y と同ハードトップをトヨタ車体に委託

することとなった この量産乗用車のセダン，ハードトップの委託は，委託生

産政策における転換であった。すなわち，従来は乗用車の委託はあくまでもパ

ンやピックかクラウンエイトのような非量産・高級車に限られており，量産銘

柄のセダンは必ずトヨタ白工が担当してきたのである。しかしこのコロナセダ

ン，同ハ ドトップのトヨタ車体への委託開始により，従来の方針は転換され

たのであった。 トヨタは6C年代後半の乗用車需要の爆発的増加に対L-，量産乗

用車セダンをも委託に出すことによって量産体制を増強し，それに対応したの

であった。

トヨタ車体では以降さ bに， 68年にはコロナマーク Eハードトップの委託も

加わり，同社の乗用車組立比率は高まっていった。前掲第2去に示されるよう

に70年には lヲックと乗用車の組立台数比率は逆転した。したがって， トヨタ

14) ここではトヨタ車体以下6社を検討するが，それ以タにも関東自工，荒)11車体3 岐阜車体也で
委託生産が行なわれていた。
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多銘柄量産機構の中で， 60年代前半にはトラック組立拠点という位置を有して

いたトヨタ車体は， 60年代後半には量産乗用車セダン組立拠点という位置を新

たに加え，かっ後者に重点を移したのであった山1630

ただし， トラック組立拠点としても， 60年代後半には新たにハイエース (67

年組立開始)，マッシー・ダイナ (69年同)，ライトエース (70年同〉の委託生

産を担当い依然として重要な位置を占めていた。

70年の同社の組立台数は，乗用車14Ji9千台， トラック・パ九 14万 2千台，

計29万 1千台で， ζれらはト云タ全体の各々 143百， 22%. 18%を占め口、た。

またこの29万台という年産組立実績は，周年の三菱47万台，東洋士業45万台，

本四38万台にはおよばないが，ダイハツ32万台，鈴木28万台，富士重工23万台

に匹敵する規模であった事実は注目できょう。

2 豊田自動織機製作所1η

豊田自織は， 60年代に繊維機械部門(構成比30%)， 自動車部門 (35%)， 産

業車両部門 (33%)他からなる多角経営を展開していた山。ここでは自動車z

γ ジン・自動車組立部門のトヨタ多銘柄量産機構の中で占める位置を検討しょ

つ。

同社での自動車ェ γジン製作は， 52年からのトヨエース搭載のs型ェ γジy

がその最初であった。このs型は59年にP型に切り換えられたが，このP型，

61年よりの 2P型， 67年よりの 3P型のP系エンジンは，その一部を豊田自織

15) 乗用車生産のため同社は，富士松プラントにお1ρて乗用車生産専用の第4工場〈プレス・治按)，
第5工場〈組立)，第G工場〈塗装〕を新設じた。

16) トヨタ車体と同様に関東自工でも60年代後半にクラウン， コロナ，カローラの各セダンの委託
生産が開始さ九 70年に乗用卒構成比は36結に達したく前掲第3者参照〉。

17) 豊田自動織機製作所は， 1926年に豊田佐吉発明白自動織機の製造を目的として設立されたが，
33年に国産自動車の生産にのり出1.-，その自動車部門は37年にトヨタ自動車工業として分離され
た。戦桂， 52年から自動車ニンジン， 53年から特装・特需草組立， 56年からフォ クリフト製造
にも着手 Lた。本稿での記述は，同社『四十年史~ 1967年による。

18) 構成Eとは1970年4-9月期白金額比。同社『有冊証券報告書総覧』に土 150 とれらの各部門は，
織維機械が;(U在，エンジンが共干凡自訪車組立が長草，産業車両が高官主鋳造品が大府の各プラ
ントで生産されていた。
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が担当し， トヨエー λ，コロナ他のトヨタの主力銘柄に搭載された。また大型

ディーゼノレェ γジンである J型〈ダイナ塔載〕とD・2D型(普通トラック塔

載〉は全て豊田自織が担当した山。なお60年代にエンジ γ生産が委託されたの

は同社のみであった。 70年にはP系 B万 6千台， J系 1万 3千台， D系他 1万

1千台，計11万台を生産h トヨタのエンジン全生産台数の 7%を占めた。し

たがって豊田自織は，まずェ y ジン生産拠点，とくに大型ディ ゼノレエンジン

生産拠点と位置づけられる。

同社でのエンジン生産は，大府・鋳造工場と共和・機械工場t行なわれてい

た。 ζれ bの工場は規模は小さいが， トヨタ自工の上郷プラン lの各鋳造・機

械工場と同じ工程を有しており，前稿で規定したエンジン型式~IJ工場分業体制

の一環を形成していたといえる。

次に自動車組立生産を検討する Q 同社は第1に，特需・特装車の組立拠点で

あった。 60年代前半には APA特需にもとづくウェポ γ キャリヤ一等の特需車

を年約 1千ー l万台， 60年代後半には小型!f/プトラ γ ク等の特装車を約 1千

台を組立生産しており， トヨタ車体，荒川車体と並ぶ特装・特需車の三大組立

拠点のひとつであった。第2に，パプリカハン， ミニエースの組立拠点であり，

67年より組立を開始した。当初パプリカバンの組立は，西日本向を量田自織・

長草プラントが担当し，東日本向を担当した日野白工・羽村プラ γ トと市場を

分担する分業体制をとっていたが，後にパプリカバンの需要低下に伴い， 70年

8月には日野自工での生産は中止され，全てが豊田自織に集中されることとな

った旬、なおミニエースは全台数を豊田白織が担当した。これらの組立台数は，

70年に 5万台であり，同年のトヨタの全組立台数の 3%を占めた。

3. セントヲノレ白動車20

19) J型は， フオ グリフト (2t用也〉やν言ヘルローダー(lt用他〉にも搭載きれていたB

2口〉 トヨタ白工社内資料および『日本経積新聞11970年8月8日による。
21) セントラル自動車は， 1950午 9月に特装車ポデの架装メーカ として設立さ九 56年4月よ

りトヨタ車のボデー製作を開始したb本稿での記述は，同社 W30年のあゆみ11980年および筆者
の問い合わせに対して同社給務部総務課が作成した資料によっている。
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同社は，第 1に乗用車銘柄のピック型の組立拠点であり， 乗用車銘柄のパ

ン・ピック型組立拠点である関東自主を補完する位置にあった。 70年には， ク

ラウン，コロナ，コロナマーク Hのピック型を計 5万3千台組立生産していた。

第 2に特装車組立拠点であり 68年にはコンパーチプノレ型22)のバプロヵ s
1，967台と救急車 198台の組立が行なわれていた。 70年の同社の全組立台数5万

3千台は lヨタ全台数の 3%にあたっていた。

4 ヤマハ発動機叩

同社は， トヨタ2000GTという非量産のスポーアカ の試作・組立拠点であ

った。 1ヨタでは， 64年末に!ヨタ2000GT構想、が確立し，試作に移ることに

になったが， トヨタ自工工場には余力がなく， 自動三輪メーカーであるが国際

レ ス経験が豊かであり，その面での技術力を有していたヤマハに試作・組立

を委託す呂土正になった。日5年より試作， 66年11月より生産が闇始され， 67年

157台 68年61台， 69年5日台 7日年71台生産された'"。

5. 日野自動車工業

66年10月，日野とトヨタの問で業務提携が結ばれ， 67年 4月より日野でトヨ

タ草の委託生産が開始されたお〉。日野は，第 1にトヨタブリスカ〈後にハイラ

ックスと改称)の組立拠点として編入された。同車は， 日野プリスカをベース

にトヨタ自工の技術を加え大幅な改良を実施 L， トヨタ車と 11点の部品共通化

をほかり，車名も lヨタブリスカと変更されて登場した銘柄であった。さらに

68年 3月にはハイラックスヘとそデノレチェンジされ，エンシンもトヨタの 2R

22) 折りたたみ式の腕屋根がついており，セダン型にもオープンカー型にも転換可能なタイプ。幌
屋根のつなぎ部分での71<漏を防ぐための特殊技術を要した。

23) ヤマハ発動機ば， 日本持株より1955年に分離独なLて韮足」自動二輪車部門では世界第二位の
メーカ 。

24) 生産台数は，富山和大『日本の自動車産業Jl1973年， 1.12ベージによる。
25) 日野自工『日野自動車工業40年史~ 1982年， 259-271へ 的 トヨタ白工『トヨタ自動車3C年

史J1967年> 685-690ベージ参照。
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型を搭載ナるなど部品共通化もノkき〈進んど'"。ハイラックスは69牛に 4方自

下台生産され，以降今日にいたるまでトヨタのトラックでは最量産銘柄となヮ

ている。第2にパフリ先ノミンおよび同セダ γ の東日木向組立拠点として編入さ

れた。すなわち， 66年に前述のコロナの増産のt-めコロナの京日立青 lヨタの元

町第 1組立工場(クラウンも併産〕から元町第 2組立工場へ移管し，そこをコ

ロヲの専用工場としたため，元町第2組立工場で生産されていたパブリカを他

工場へ移すことになり，パプリカセダンはトヨタ・高岡へ移管し，同ハンは西

日本向を豊田自織・長草へ，東日本向を日野・羽村へという分担がとられた。

さらにその後，カローラ増産のため高岡をカローラ専用とするため，ハプリカ

セダンは西日本向をダイハツ・池田ヘ，東日本向を日野・羽村へ委託に出され

たのである'7'。

70年に日野はトヨタ車を10万5千台生産L， トヨタ全台数の 6%を担当した。

6 ダイハツ工業

67年 11月，ダイハツとトヨタは業務提携を行ない，その結果，ダイハツ・池

田にて69年 9月よりパプリゴJ七ダン， 70午10月よりライ lユ一月の委託生産が

開始されることとなった"弘前述のように，ダイハツ・池田と日野・羽村はベ

プリカセダ γ の市場分担的分業を行なった。ライトエースもその40%がダイハ

ツ・池田へ委託され，残りを委託きわたトヨタ車体・ )(IJ符 E市場分担的分業を

行なった内このようにグイノ、ッは量産深用草セダンと量産小型トラックの西日

本向組立拠点として編入されたのである。

しかし jfイハツでの委託生産を検討する上で最も注目すべき事実は， トヨ

タ車とダイハツ車との部品共通化の進展である。すなわち，日野はトヨタとの

26) トヨタ製部品夕日野が佐用するととによっT. 日野系列の部品メーカーは打撃をうけた。詳し
くは， ~日刊自動車新聞J 1966年10月26日「トヨタ 日野の提携にみる」を参照市

27) トヨタ白工社内資料による。
28) ダイハツ工業『ダイハ勺70年小史~ 1977年， 4ベージ， 前掲『トヨタ自動車30年史Jl690-692 

へージ. .日刊工業新聞J1967年11月 10 日「業界再編問題7 新局面~J 他参照w
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提携後， 自社銘柄の小型車生産から完全撤退したのに対し，ダイハツは提携後

もダイハツ銘柄の小型車生産を継続しえたが，この継続のためにはダイハツ小

型車の部品の80%もがトヨタ草と共通化(トヨタ製部品の使用〕されることに

よってダイハツ小型車のコストダウンとトヨタ製部品の需要増をはかることが

前提条件とされていた事実である。提携後ダイハツが69年に発売したコンソノレ

テベノレリーナの部品の80%はバプリカの部品と共通化されており， ダイハツ・

池田ではパブリカと同車は同ーの組立ライ yで混流生産されていた。同様に，

70年発売のデルタはトヨタのダイナと.71年発売のデノレタ 750はライトエース

と部品共通化がはかられ，ダイハツ・池田では，デルタ 750とライトエ一九も

混vfe生産されていたのである。

ダイハツは70年に， トヨタ全台数の 2%にあたる 3万4千台のトヨタ車を組

立生産していた目〉。

7. 60年代後半の委託止産の位置

第4図は70年時点のトヨタ自工・委託生産企業の分業関係を示したものであ

る。まず， 60年代前半との比較で60年代後半の委託生産の特徴を整理しよう。

それは第 1に量産乗用車セダ γ型の委託の開始とその比蔀の増大である。この

ことは白0年代後半の乗用車需要の爆発的拡大に対応するためには， トヨタ自工

工場のみでは能力不足であり，委託生産…企業がその過剰分を吸収することによ

ってはじめて量産体制を増強しえたことを意味している。第 2には， 60年代前

半に委託生産が担当した①トラック②乗用車銘柄バン・ピック③非量産・高級

〔特殊〉乗用車G:特装車他， という 4分野は6日年代後半も，その台数と銘柄数

を増大させながら継続していた。委託生産台数は， 70年には前掲第 1表に示し

たようにトヨタ全体の約50%を占め亡、、た。

ままじ C， ト己タが70年代初頭に年産200万台体制を確立し， さらにはフノレラ

インfじを本格的に確立する上で委託生産は不可欠の補完的役割を果たしていた

29) 同社広報部広報課での聞き取りによる。
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ことが明らかとなった。また，委託生産企業の各工場は， トヨタの多銘柄量産

機構において， トヨタ自工自体の工場体系に 体となって〈みこまれた補完機

構として編成されていたことが明らかとなったのである。

IV 小 事舌

1.委託生産の機能

以上検討した委託生産は， 60年代トヨタの多銘柄量産機構の中でどのような

機能を栄たしていたのか。ここ立は前述した 3要因同時託行展開と u、うわが

国の60年代の庇史的特質をも念頭におきながら，委託生産の機能について整理

してみよう。

それはまず第 1に，計量産銘柄・型式を委託に出すことによってトヨタ白工

の工場では量産乗用車セダソ型を集中生産し，そうすることによっで最産効果

を高め，コスト低下をはかるという機能である。既にみたようにトヨタは年産

数百台士新車の特装車や高級〔特殊〕乗用車(センチュリー他〕を委託に出した

ばかりでなく， トラックの大部分，および量産乗用車銘柄もバン・ピック型の

大部分を委託に出していた。何故なら，例えばコロブセダンとパンを同ーライ

ンで流すよりもセダンのみを流すほうが量産効果が増大するからであった。

第 2は，各銘柄の需要変動による生産量変動に対応するために，委託生産を

そのパヅファーとする機能である。例えば，需要急増時には量産乗用車セダン

をも複数の企業で委託生産させることによってトヨタ自工工場での過剰負荷を

吸収させ，その重点乗用車の量産規模を急拡大させ，需要急増に対応する機能

である。 60年代後半の乗庄草需要の爆発的拡大時にトヨタがカローラ等の戦略

車の急増産を実現しえたのも，委託生産企業という過剰吸収拠点の存在に負う

ところが大きかったといえる。また，この機能は生産台数の急拡大時にとどま

らず，長期にわたる増減にも対応しうるものである。一例を示すと，バブリカ

はそり生産台数の変動に対応し亡数回にわたってその組立エ場を変遷Lてきた。

すなわち，試作期は荒川平体・外山で， 61年の発売前後は元町第 1組立工場で，
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60年代前半の需要拡大期はハプリカ専用の元町第2組立工場で，そして60年代

後半の需要停滞期にはセダγが高岡第 1組立工場(後に同第2組立工場〉へ移

り，バ Yは豊田自織・長草と日野・羽村へ委託され， 60年代末にはセダンが高

岡からダイハツ・池田と日野・羽村へ委託され，パンは生産台数が落ちたため

豊田自織・長草に一本化されるという過程を変遷してきたのである。

第 3は，大市場近辺の委託生産企業工場で組立を行なうことによって輸送コ

λ トを低下させる機能である制。例えばパブリカセダンは，東日本向は束京都

内の羽村町(日野〉で，西日本向は大阪府下の他国市(ダイハツ)で組立生産

を行なうという分担をとっていた。

第 4は，同銘柄同型車を複数の企業へ委託することによフて，委託企業間で，

原価，納期，品質などの点での競争を組織化L，コスト低下をはかる機能であ

る。すなわち， これらの競争において優秀な企業の高い水準に，低い水準の企

業があわせる土止をトヨタロ工が要求するのである。このような競争は，部品

生産でも導入されている二社発注方式であり，委託生産自立60年代後半から導

入され始めた目玉、

第 51土，委託生産企業の独自銘柄の自動車および独自製品とトヨタ車との部

品共通化によってコスト低下をはかる機能である。例えばダイハツ小型車や豊

田日織の産業車両はトヨタ車と部品共通化がはかられていたことがあげられる。

総じて，一方で急激な需要拡大にトヨタ自工の設備能力増強が追いつかず，

他方でフノレライン化が急速にすすめ bれた結果，最適量産規模に達しない銘

柄・型も生じるという状況下で，委託生産は60年代トヨタの多銘柄量産機構に

30) 自動車は，完成車形態では体積が大きしかっ事つきやすく，組立工場からデ4ーラーまでの
輸送コストは比較的大きい。部品ーユヱット形態で輸送し，大市場町近辺 C組み1Lてると完成車
輸送よりもコストは下がる。

31) この二社発注方式は部品メ カ でのトラフりレによる生産停滞によって部品供給が中断すると
いう事躍を防ぐことをも目的としている。なお，書託生産自二社発注方式は今日も存続してし、る。
断片的ではあるが紹介すると，花井トヨタ白工会長(当時〉は「組み立ても三社発注ですよ。競
争から利益が生まれ~んですよ J (~週刊東洋経済』帯4399号， 1982年 7月1日「ザ・ lョタJ16 

ベ ジ〕と述べており，その後に，組み立て工賃の伍さに関する委託生産企業首脳の談話が紹介
さjもてし、る。
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おいて不可欠の位置を占め，重要な機能を果たしていたのである。

2 多銘柄量産機構確立の意義

トヨタは60年代に多銘柄量産機構を確立きせた。それは， 前稿で検討したト

ヨタ自工の工場展開，つまり複数プラントによる一貫生産機構の複合累積と，

本稿 f検討した委託生産の展開による補完機構から成りたっていた。そしてこ

の機構の確立によって年産 200万台体制とプノレライン化が実現されたのであっ

?こ32)。

ここで日産についてもふれておくとトヨタと同様に，第7表に示した上ろな

日産自体の工場展開を補完 L，多銘柄量産機構を確

第 7表

一・委託企業十 組立生産銘柄

追 浜 フLジデント，セドリックセダン，ブルーバードセダン，
¥プ Lーバードクーベ，ブルーバードHT，サニーセダン

サニーセダン，サニーグーベ，チェリーセダン，チェリー
ク ペ，ダットサγ トラック，ユッ+ントラック

スカイライ γセダン，スカイラインノミン，スカイヲインH
T，ローレルセダン， ロー VルHT，ホーマー，ジュニア
マイラ ，ダットサントラック，クリッパー

セドリックセダン，セドリックバン，セドリック HT，
ロりアセダン，グロリアパン，グロリアHT

(1971年9月時点〉日産での委託生産

委託生産を展開する中で，

間

山

座

村

日

産
グ

フェアレディ，プルパードワゴン，プルパードパン，十ニ
ーヒダン，サニーパン，ダットサンバン，キャプオール，
キャプスター

サニーターベ

サニートラック，チェリーキャプ

チェリーパン

ニッ苛Tーンパス、トロール， ウイポンキャリアー

富士重工

愛知機械
いす』ふf

プレ λ 工業

目産ディーゼル

日産自動車編『日産自動車社史J1975年，601ベージより作成。

木

委
託
生
産
企
業

体車産

栃

日

出所〉

32) ただし本稿はフルライン実現機構の 側面を明らかにしたにすぎない。フルヲイン化に伴う部

品メーカ の展開，新車開票機構他，多くの側面の分析を今後の課題として残Lている。
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第8衰 上位・下位企業問D生産機構上の格差構造 (1970年時点〉

| 上位企業 多銘柄量産機構 | 下位企業少銘柄量産機構

工場編成|複数プラントによる一貫生産機 l単一プラントによる一貫生産機
I -J.#<""， J_-̂-l'E_岨あるいは複数プラントによる
|構の複古累積 |竺貫生産機構の原基形態

竺主;ti!lt I i旬。竺竺目立委託生産 |委託生産は小規模戸るいは皆無

年 産台数|却O万台(トヨタ)， 150万台(同 I50万台以下
|産〉

製品系列[ヲ工三エン化の確立 フルライン化未確立(三菱，東
洋工業，いす吟， 軽 回 晶M門
への特化・重点移行(ダイノ、ッ，
鈴木，本田富士、十型トラ w

ク・パλ部同支の%七(日野，
| |日産ディーゼル〉

立させ，年産 150万台体制とフノレヲイン化を実現していたね〉。

他方，下位企業の委託生産はきわめて小規模かあるいは皆無であり，この点

でも上位2企業と下位企業との生産機構上の格差は顕在化していたのである。

したがって，ここで，前稿での分析をも含めて， 70年時点での上位・下位企

業問の生産機構・工場編成 tの格差構造をまとめると第8表がえられる。乙乙

には， 70年時点での日本白動草工業における，生産機構の側面からみた，上

位・下位企業問の「移動障壁」の具体的存在形態の一端が示されているといえ

ょう'"。

では，との多銘柄量産機構確立の意義は何か。ととではこの機構の確立によ

ってトヨタが企業間競争上でどのような優位性を獲得し，市場支配力を増大き

せえたのかについて検討しよう。

その第lは， トヨタが多銘柄量産機構を基礎としてフノレライン化を実現した

ことによって，製品差別化による競争体制を画期的に強化Lえた点である。す

なわち， 70年時点の各企業の乗用車銘柄数は， トヨタ 10， 日産9に対l.-，下位

33) 日産もトヨタと同様に①トヲック 〔めバンーピック (主特装特需車を委託に出しマいたが，
非量産 高級乗用車〈プレジデント〉は自工場で組み立てていた点は異なっている。

3') I移動紳壁」については前稿参照。
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企業は 4以下であり， この格差は競争上決定的に大きな意義をもった。フノレラ

イγ企業はユーザーの多様なニーズに応えることにより広範な需要者層を獲得

しえた。さらには買い替え時に同企業の銘柄〔多くの場合は上級銘柄〕へ転換

させることによって系統的に顧客を定着きせ，ライバノレに対する排他的販売政

策をとりえた。加えて，各銘柄の需要変動の際にも非フノレライン企業やスヘシ

キリ λ ト企業に比してより柔軟な対応力をもちえた。これらの諸点でトヨタは

市場支配力を回期的に強めたのであった。

第 2は， トヨタが多銘柄量産様楕を基礎として量産規模を拡大し，量産効果

を高め， コ只ト低下を実現することによヮて価格競争体制jを画期的に強化した

点である。ただし木稿が着目したのは，自動市製造企業をあたかも一つの「点J

として把えた企業単件の量産規模とコスト低下との関連正いう問題に関する議

論ではないの本稿は. 3要因同時並行展開という 60年代日本自動車工業の発展

段階史的特質，つまり多種小量生産化の傾向が存在廿る状況下でトヨタはいか

にして量産機構を築き，量産効果を高め，他企業との競争に挑んだのか，この

問題に関して，委託生産の位置と機能を分析することによって，その一端を解

明したのである。ここではと〈に，非量産銘柄・型を委託に出すことによって

トヨタ自工工場の量産効果を増大させたことが60年代の企業間競争において決

定的重要性を有した事実を指摘しておこう。 60年代乗用車市場は800cc-l節目cc

クラスのセダyが最も大き<.いわばこの主戦場でのシェア競争が企業間競争

の帰趨を決したのであり， トヨタはバブリカ，カローラ，スプリンター，カリ

ナ他と次々と戦略草を同市場へ投入した。ここで指摘すべきことは，これら

の戦略草のセダン組立の大半は，委託ではなく必ずトヨタ自工の量産工場で集

中生産されていたこと，かっこれらの戦略車が z ューモデノレとし C投入された

時点の組立工場はト回タ白工の中でも最も新鋭で，能力の高い工場であった事

実である。トヨタはこのようにして戦略車の量産体制を築き，同市場での価格

競争体制を強化したのであった。ヲロナの数次にわたる価格引き下げやカロー

ラ，パプリカの他企業同クラス車に比しての低価格の要閃の一つはとこにあっ
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たといえるのである“〉。

さて，以上2点みたように，

銘柄量産機構を築く中で競争力を強め，小

型乗用車部門ではシェアを64年の 36.7%か

ら70年には44.4%まで引き上げた回〉。他方，

トヨタは多

乗用車価格推移

(万円)

83 ク

プ

'ノ

ン

82 

第 5図

81 ク
ラ
ウ
ン

同部門から撤退 L日野，下位企業の中には，
80 
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形成されるにいたった。
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書総覧』各J1J.より作成。



(1970年)年産台数および車種構成比，提携関係第6図出
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出所) 日本自動車工茶会『自動車統計月報』名号よりfp成。
注〉 杭市1，は各企業における町通事 (2，001cc以 t)，小型匹目ilI1iIJ(361-2，000 cc)， 軽四柿 (360cc以下〉の三郎

門"構成比を示している。ただし，普通車と小迎車を生産する企業(トヨタ，日/1'，いず"日野〕は普
通事の構成比を，小型四輪と軽凹ド愉を生産する企業(本田l 鈴木，富士〕は軽凹輪白押成比を，三部門と
も生産する企業〈東洋，三菱!〆イハツ〉は， 1普通車構成比一軽四輪構成比!の絶対値をとってし占。縦
仙は，年産台数〔万台)を封数値で示している内図中の企業名目周辺にある数字は!メ叩』が年産台数(万台)，
右側が構成比を示している。企業聞の太線は提携関慌を示して、唱。
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は， ト三タ， 日産両社の価格支配の下でのモデノレチェンジ毎の値上げが続くの

である。従来の研究においても指摘されているように，ここにトヨタ， 目産を

中心とする寡占体制が確立されたことがみてとれるのである。そして70年時点

では，第 6図にみられるような，各企業の基本ポジショ γが確定したのである。

このような日本自動車工業での寡占体制成立の基礎に， トヨタ， 日産上位2

企業における多銘柄量産機構の確立・下位企業との質的段階的格差構造の形成

とし、う生世機構」二の史的・構造的変化が析出されるのである。

(1985年12月稿〉


